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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 18 年 10 月 30 日 

担当部：経済開発部第一グループ中小企業チーム 

１．案件名： 

（和文名称）タイ国自動車裾野産業人材育成プロジェクト 

（英文名称）Automotive Human Resource Development Project in Thailand 

 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本プロジェクトは日タイ官民の多様な関係主体と協力しつつ、自動車裾野産業における技術

者を対象とした人材開発システムを確立することを目標としている。具体的には、人材開発シ

ステムを構成する各要素のうち、トレーニングカリキュラムの整備、タイ人トレーナーの育成、

技能認定（産業資格）制度の設立、ならびに実施・運営体制整備のうち特に施設・資機材の維

持管理システム確立の 4 点に焦点を当て、タイ自動車裾野産業界がプロジェクト終了後も自立

的・持続的に人材開発を行なっていけるシステムの開発・確立を図るものである。 

 

（２） JICA 協力期間（予定）：2006 年 12 月～2011 年 3 月(4 年 4 ヶ月間) 

 

（３） JICA 協力総額（日本側）：3.0 億円 

 

（４） 協力相手先機関： 

（責任機関）工業省 

（実施機関）タイ自動車インスティテュート（TAI） 

 

（５） 日本側協力機関： 

経済産業省（JEXSA スキームによる専門家派遣）、JETRO、AOTS、民間企業 

 

（６） 裨益対象者及び規模等 

 直接裨益者 

（自動車裾野産業界における技術者）：約 10,000 人 

 間接裨益者 

（ 自 動 車 裾 野 産 業 界 ）： タ イ 自 動 車 部 品 工 業 会 （ Thai Auto-Parts Manufacturers 

Association :TAPMA）加盟 486 社 
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３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

タイ国の自動車裾野産業における人材育成については、1997 年の経済危機後、1999 年にタイ

国政府により設立された工業省所管の半官半民組織である自動車インスティテュート

（Thailand Automotive Institute : TAI）への JICA 専門家派遣以降、タイ国及び我が国関係

者間の様々なチャネルを通じて議論されてきた。この間、タイ国自動車産業は、経済危機以前

の生産水準に戻りつつあり、特に 2002 年以降は、日系メーカーを中心に対タイ国投資が増大、

生産体制の拡大のみならず社内人材の育成や研究開発拠点の設置を進めている。 

 それと同時に、生産拡大に伴う裾野産業技術者の量的・質的不足にかかる問題が顕在化して

きている。現地資本を中心とした１次、２次下請けの部品・加工メーカーの人材開発は、アセ

ンブラメーカー側の要請であると同時に、タイ国経済の牽引力として中小企業開発・強化を推

進しているタイ国政府、とりわけ工業省の重要な政策課題となっている。 

このような状況に対応するため、タイ国政府による自動車産業の競争力強化計画である「デ

トロイト・オブ･アジア」の一部を担う日タイ両国官民の 4者協力によるプロジェクト（以下、

全体プロジェクト）として、TAI を実施機関として、人材育成の基準となる技能認定資格制度（TAI

認定資格）の強化・拡充と、それに基づく人材育成研修実施体制の立ち上げを行うものであり、

全体プロジェクト活動期間は 2006 年度～2010 年度までを予定している。 

JICA に対してはこのうち、運営管理をはじめとする全体プロジェクト実施上の課題について

助言･提言を行う専門家の派遣、及び人材育成・技能認定用機材の供与が求められている。 

 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

 タイ国第 9 次国家経済社会開発計画（2001 年からの 5 カ年計画）は「産業競争力の強化」

を基本理念のひとつとしており、その中でも特に「人的資源」開発の重要性を強調している。

また産業政策の側面からは、自動車産業は国家の 5 つの重点開発対象セクターのうちのひとつ

と位置づけられている（デトロイト・オブ・アジア計画）。なお、本プロジェクトはデトロイト・

オブ・アジア計画のうち裾野産業の人材育成を担う中心的な案件として位置付けがなされてお

り、工業省をはじめタイ政府関係機関も最重要施策のひとつとして本件に取り組んでいるとこ

ろである。 

 

（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位

置付け） 

外務省の対タイ経済協力計画（2006）では、これまでの「ドナーと被援助国」の関係から「『経

済協力のための新しいパートナーシップ』構築を基本方針として掲げており、技術協力分野に

おいてはタイの「持続的成長のための競争力強化」および「社会の成熟化に伴う問題への対応」

について重点的な協力を行うこととしている。 

また JICA 国別援助研究会報告（2003）においても「援助から新しい協力関係へ」を掲げ、「タ

イ社会の成熟化、持続可能な成長や競争力強化のための基盤整備を支援しタイの開発を促進す

ること」を支援の基本方針としている。 
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本プロジェクトは以上の点において、外務省の援助政策、及び JICA の重点課題の双方と整合

しており、それらを具現化する一つの取り組みとなっている。 

４．協力の枠組み 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 

 目標：タイ国自動車裾野産業における人材の効果的な育成のための持続的人材開発システム

が確立する  

 指標・目標値： 

• 70%以上のトレーニーがトレーニングコースに満足する  

• 70%以上の TAPMA メンバー企業がトレーニングコースに満足する   

 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標） 

目標：タイ国自動車裾野産業の技術力が向上する  

指標・目標値： 

• タイ国内の自動車裾野産業が製造する部品の国内自動車メーカーに対する部品納入

率が上昇する 

 

（２） 成果（アウトプット）と活動 

 成果 1：三分野におけるトレーニングのカリキュラムがトレーニング教材とともに作成される

 a.製造技術（マネジメント含む） 

 b.生産技術 

 c.金型技術  

 活動： 

 1-1 現在の人材開発体制・状況について調査を行なう 

1-2 わが国民間企業の有するノウハウおよび経験を活用してカリキュラム、教材の開発を

行なう 

 指標・目標値： 

1  ステアリング・コミッティーがカリキュラムおよび教材を承認する 

2  70%以上のトレーニーがカリキュラムおよび教材に満足する 

 

 成果 2：必要数のタイ人トレーナーが育成される  

活動： 

2-1 タイ人トレーナー育成スケジュールを作成する 

2-2 タイ人トレーナーに求められる技術レベルを確定する 

 指標・目標値： 

1   50％以上のトレーナーがマスタートレーナーから技術力を承認される。承認にあたっ
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 ては活動 2-2 においてトレーナーの到達目標レベルを設定したものを利用する。 

 

成果 3：National Skill Development Promotion Act 2002 との整合性を有した、自動車裾野

  産業界技能認定資格が設立される 

活動： 

3-1  認定資格のための各項目についてガイドラインを設定する 

3-2  各項目にかかる検定試験用のトレーニングを実施する  

指標・目標値： 

1   技能認定資格がステアリング･コミッティーにおいて承認される 

 

成果 4：トレーニングのための施設・資機材の維持管理システムが確立する   

活動： 

4-1  現在の資機材維持管理システムを調査する 

4-2  資機材維持管理システムを改訂もしくは作成する 

指標・目標値： 

1   プロジェクトのコーディネーショングループと日本人専門家が合同で資機材維持管理

システムの評価を実施する 

 

（３） 投入（インプット） 

1） 日本側（JICA 投入総額 3.2 億円） 

① 専門家派遣 

長期専門家 1名：人材育成・技能認定アドバイザー（JICA） 

専門家複数名：技術指導（特に成果１，２，３にかかる）（経済産業省 JEXSA スキームによ

る対応） 

② 供与機材 

「製造技術研修」および「技能認定資格制度構築」にかかる活動に対応した機材を供与予

定（JICA） 

③ 研修員受入 

必要に応じタイ人トレーナー育成研修を実施（AOTS スキームによる対応） 

④ プロジェクト運営費及び在外事業強化費 

  日常的経費の支出、組織運営のためのマネージメント・セミナーの実施等（JICA） 

 

2）タイ国側 

① カウンターパート及び要員の配置 

② トレーナー候補者の確保 

③ 土地、建物、施設の提供 

④ プロジェクト運営費 
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（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

① 前提条件 

• 日タイ官民関係機関によるステアリング・コミッティー、コーディネーショングループなど

プロジェクト実施に必要な組織体制が構築される 

• トレーニングに利用する資機材が適切に設置される 

② 成果（アウトプット）達成のための外部条件 

• JEXSA スキームによる技術移転専門家が必要なタイミング、期間および専門分野で派遣され

る。 

• タイ自動車裾野産業界が TAPMA を通して必要なトレーナー候補者およびトレーニーを招集

する。 

③ プロジェクト目標達成のための外部条件 

• 国家の資格認定システムに大きな変化が生じない。 

• 施設・資機材の維持管理費用および人員が確保される。 

④上位目標達成のための外部条件 

• TAI が引き続き自動車産業界人材に対するトレーニングの実施・調整機関としての役割を担

う。 

• 十分な人数のトレーナーがトレーナーとしての職を継続する。 

• トレーニングコース終了後、トレーニーが離職しない。 

 

５．評価 5項目による評価結果 

 

（１）妥当性：極めて高い 

 １）タイ国政策・ニーズに対する整合性 

（国家経済社会開発計画および産業振興政策） 

タイ国第 9 次国家経済社会開発計画（2001 年からの 5 カ年計画）は「産業競争力の強化」を

基本理念のひとつとしており、その中でも特に「人的資源」開発の重要性を強調している。ま

た産業政策の側面からは、自動車産業は国家の 5 大優先セクターのうちのひとつと位置づけら

れている（デトロイト・オブ・アジア計画）。 

 

（工業省政策） 

工業省は上記第9次計画のもと、「産業と中小企業の競争力強化に資する支援要素を開発する」

ことを重要な開発戦略の柱として位置づけ、具体的な施策として「人的資源、工業に従事する

労働者の開発（熟練工および知的労働者）」を謳っている。 

 

これらの点から、本プロジェクトの指向する活動内容および目的は、タイ国の「人的資源開

発」および「自動車産業育成」に重点を置いた政策ニーズに合致したものであり、高い妥当性

があると判断される。 
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２）国別事業実施計画との整合性 

外務省対タイ経済協力計画（2006 年）では、これまでの「ドナーと被援助国」の関係から「『経

済協力のための新しいパートナーシップ』に基づく新しい協力関係を構築する」ことを基本方

針として掲げている 。その方針の下、技術協力分野においてはタイの「持続的成長のための競

争力強化」および「社会の成熟化に伴う問題への対応」について重点的な協力を行うこととし

ている。 

 また JICA 国別援助研究会報告（2003 年）においても「援助から新しい協力関係へ」を掲げ、

「中進国（中所得国）化が進展するタイ社会の成熟化、持続可能な成長や競争力強化のための

基盤整備を支援しタイの開発を促進する」とともに、「（非 ODA 主体を含む）多様なアクターの

連携を促進・強化する上での触媒的機能を果たす」ことを対タイ協力の基本的考え方としてい

る。 

 

 本プロジェクトの骨子は以上の考え方に基づくタイ国自動車産業・裾野産業の持続的な成長

および競争力強化に直接に資するものであることから、わが国対タイ援助方針に極めて整合し

た内容となっているといえる。 

 

３）わが国技術の優位性 

わが国の自動車生産にかかる各種技術は、現在世界における自動車メーカーのグローバルス

タンダードを形成するに至っている。本プロジェクトにおいては、効果的・効率的な人材育成

のメカニズム作りの上でこれらわが国民間企業が蓄積してきた生産・製造工程における技術・

技能、経験およびノウハウを提示・指導してゆくことを主眼としている。このことより、本プ

ロジェクトの活動はわが国技術の優位性の観点から極めて妥当性の高いものであるといえる。

  

４）他ドナーとの重複・補完関係 

現在わが国以外に本セクターへの支援を実施しているドナーとしてはドイツが挙げられる。

ドイツは 1995 年 10 月に技能研修所（TGI：Thai-German Institute）をタイ政府とともに立ち

上げ、これまで金型技術をはじめ、CNC、CAD 等の高等技術の習得を基本教育方針とした運営を

続けている。本プロジェクトのコンポーネントである「金型技術」支援も、TGI との連携を持っ

て実施することとなっており、本プロジェクトとの間で有効な補完関係が生まれている。 

 

（２）有効性(目標達成度)：一部の成果項目において早急に解決すべき課題がある 

プロジェクト目標ならびに成果、活動の論理関係は明白であり、プロジェクトの目標達成は

基本的に可能であると考えられる。しかしながら、成果項目によっては計画通りの達成を促進

するために、適宜活動内容の改善・修正作業を行なうことが必要である。とりわけ成果 2「タイ

人トレーナーの育成」についてはプロジェクト実施期間中に、活動を通じてより適切なトレー
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ナー育成のあり方・形態が判明すると考えられるため、活動内容の修正のみならず追加的活動

が必要になる可能性があるものと考えられる。育成形態については、トレーナー候補者を安定

的に確保しうる参加者・企業のインセンティブ等を踏まえた仕組みづくりに注力することが肝

要であると考えられる。 

 

（３）効率性：高い 

本プロジェクト実施に携わる人的投入は JICA および経済産業省による貿易投資円滑化事業

（JEXSA。これまでのところ JETRO への委託事業として実施）の両スキームにより実施されるこ

ととなっており、双方の有するスキームおよび人材リソースの長所を活かし連携した投入体制

を採用している。そのため JICA 協力部分に関する人的投入については、プロジェクト全体の効

果的実施に資する助言・提言を核とした極めて効率性を意識し絞り込んだ投入が行われる予定

である。 

一方で、JICA は物的投入に関し、わが国民間企業による人材育成活動において一定の実績が

ある研修用機材を含め、研修・技能認定に不可欠な基本的機材を供与する方針であるが、それ

ら以外の小規模機材・ツール等の調達及び設置場所の整備については極力タイ政府側による対

応が考慮されており、中長期的な持続性も視野に入れた投入となっている。 

他方、「生産技術」および「金型技術」についてはわが国民間企業個々の負担で投入がなされ

ることとなっている。以上の点から、本プロジェクトにおける物的投入については持続性の観

点からも内容面においても妥当であると考えられ、さらに費用対効果の観点（JICA における視

点として）からも効率性が確保された投入になると考えられる。 

 

（４）インパクト：(発現の可能性が)高い 

本プロジェクトのインパクトは、以下のように予測できる。 

【正のインパクト】 

（経済的側面） 

本プロジェクト実施の結果、中長期的には自動車裾野産業を構成する幾つかの企業において、

品質向上を通じた売上高の増大を期待することが可能である。 

（政策的側面） 

官民連携による各々の長所を活かすことを意図する本プロジェクトは今後同様の連携抗争の

モデルとなることが期待できる。 

（制度的側面） 

中長期的に技能認定試験が業界および社会に浸透した場合には、技能認定資格の有無により

技術者、ひいてはそれら技術者を抱える企業の適正な評価（就職もしくは処遇・昇進等に際し

て）に好ましい影響を及ぼすことが想定される。 

【負のインパクト】 

現時点で想定される負のインパクトは存在しない。 

 

（５）自立発展性：比較的高いが現時点での判断は困難な点もある 



 

 8

 本プロジェクトの自立発展性は以下のとおり期待される。 

１）政策面 

 2006 年 9 月の政変（軍事クーデター）を受けて具体的政策に如何なる変化が生じるか未知

な部分も多いが、基本的な経済産業政策の方向性は継続されると見込まれる。特にタイ経済

における自動車産業の重要性、国際的競争力強化の必要性、さらに業界技術者層の人材育成

の重要性については基本的には変化が無いと考えられる。そのため、政策面における持続性

は問題がないと判断される。特に、タイ工業省は民間セクターを含めた多様な関係機関と連

携し実施する今回のプロジェクトを産業振興政策実施方法の新しいモデルと位置付け、この

成果を他のセクター（食品産業、繊維産業等）の振興活動に活かしていきたいとしており、

本件の位置付けが変わる要因は見込まれない。 

 

２）財政面 

 現時点では本プロジェクト運営にかかる費用負担割り当てが TAI を含む省庁組織間で最終

決定されていないため、現時点でプロジェクトにかかる TAI の財政的負担能力を論じること

は困難である。また、将来的には育成されたトレーナーの持続的活用の観点から、TAI による

直接雇用についても検討する可能性があるが、同様に現時点では対応可能性について判断で

きる状況にない。いずれにせよ、工業省、TAI は本プロジェクト成果を持続・発展させるため

の持続的な予算獲得が必要である。 

対象 3 分野のうち、金型技術研修部分については、タイ工業省が所掌する「タイ金型プロ

ジェクト」にも同時に位置付けられており、タイ側の同プロジェクト予算から必要な措置を

することが可能となっている。 

 

３）組織面 

 TAI には主に 1）トレーニングの実施と 2）トレーニングにかかる関係組織との調整作業の

二つの機能が期待されている。 

 現時点の TAI は管理部門を含め約 90 名のスタッフが居るが、トレーニング関連に携わって

いるスタッフおよび本プロジェクト専属スタッフもそれぞれ7名、5名が確保されたに過ぎず、

人員、組織力の両面の強化が必要である。プロジェクトの円滑な実施のためにはプロジェク

ト専属部署内の業務所掌を明確にした上で、目標人員数である 15 名のスタッフを確保する努

力を継続することが求められる。 

 

４）技術面 

タイ人トレーナーの最新技術情報の入手等による技術レベル維持・向上に関しては、本プ

ロジェクト終了後、わが国民間企業とのコミュニケーションを個別に、もしくは JETRO、商工

会議所等を通して継続されるよう制度を整える考えであり、十分に対応が可能と考えられる。

 

５）制度面 

一方、上記技術面での自立発展性を支えるタイ人トレーナーの確保について、制度面での
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不備が懸案事項として指摘される。 

現時点でタイ人トレーナー候補者および企業にとって、本プロジェクトに参加するインセ

ンティブが十分な内容になっていない。インセンティブの内容および人材確保を担当してい

る TAPMA の役割、確保方法についても見直しを行なう必要がある。 

さらに、将来にわたる自立発展性を確保するためには、タイ人トレーナーの継続的な育成

サイクルを確立する必要がある。本プロジェクトにおいてマスタートレーナーから指導を受

ける第一世代トレーナー育成後に、タイ人トレーナーの第二、第三世代を自立的に育成でき

る仕組みを構築することが求められる。 

 

６．留意事項 

本評価５項目はJICA投入部分を含めた日タイ官民による全体プロジェクトの枠組みに対す

るものであり、JICA の通常プロジェクトとして実施を予定しているモニタリング、及び中間･

終了時評価の方法についてはかかる枠組みの中で実施されることに配慮する等の必要があ

る。 

  また、全体プロジェクトのうち民間による協力部分については、日タイ政府側が全てをコ

ントロールし得るものではないことから、外部要件となることも想定される。よって、評価

に際しかかる部分をどのように取り扱うかについては引き続き検討が必要である。 

 

７．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

 本プロジェクトの効果によって、技術者の雇用環境・条件の好転に貢献することが期待さ

れる。 

 

８．過去の類似案件からの教訓の活用 

 類似案件の有無：有 

（１）JICA は、要素技術関連協力として、タイにおける「金型技術向上プロジェクト」（1999

～2004 年）をはじめ数多くの案件を実施している。そこでは主として政府に民間技術支援機関

を設置し、技術移転活動を担う公務員を育成する方法を採用してきたが、①公務員人材の技術

レベルと民間が求める支援ニーズの乖離、②最新技術動向への対応の困難さ、③持続的な活動

のための組織・制度作りの視点の欠如、等により必ずしも民間セクターに評価され産業全体の

技術レベル向上に十分な成果を上げているものが多いとはいえない状況にある。今次プロジェ

クト設計はこれらの問題認識を踏まえたものとなっており、日タイ双方の民間リソース、特に

わが国自動車メーカーの技術的経験・ノウハウを活用し、タイ人トレーナーについても実務経

験を有する民間人材を充てる等の具体的な対策を講じており、成果確保に向けこれまでにない

取り組みになっているといえる。 

 

（２）これまでタイ自動車裾野産業分野に対する技術支援は、TAI の立ち上げ時に JICA 長期専

門家派遣（1999 年～2002 年）を派遣した他は、おもに経済産業省 JEXSA スキームを通して実施

されてきた。これらの技術指導、調査活動等によって蓄積された経験、知見は本件の円滑な実
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施にあたり教訓として活用することが可能である。 

 

９．今後の評価計画 

 2010 年 9 月頃 終了時評価調査実施予定 

 

 


